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○健康日本２１（第二次）と食育の推進

○今後５年間で取り組むべき重点課題

○多様な取組による食育の推進

健康寿命の延伸
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S53～ 第１次国民健康づくり運動

健康診査の充実

市町村保健センター等の整備

保健師などのマンパワーの確保

S63～ 第２次国民健康づくり運動

～アクティブ８０ヘルスプラン～

運動習慣の普及に重点をおいた対策

（運動指針の策定、健康増進施設の推進等）

H12～ 第３次国民健康づくり運動

～健康日本２１～

一次予防の重視

健康づくり支援のための環境整備

具体的な目標設定とその評価

多様な実施主体間の連携

H25～ 第４次国民健康づくり運動

～健康日本２１（第二次）～

健康づくり対策の流れ
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Ｓ３０ 日本食生活協会設立
Ｓ５５ 食生活改善推進員活動要領
Ｓ５６ 子どもの心と体の健康づくり

「母と子の料理教室」
健康づくり「母と子の食卓コンクール」

Ｈ１ 食生活改善推進員手帳配布

Ｈ９ 全国減塩マップ調査事業
Ｈ１０ 在宅介護食ボランティア事業

Ｈ１２ ヘルスサポーター２１モデル事業

Ｈ１６ おやこの食育教室事業
Ｈ１７ スポーツ少年と食育事業
Ｈ１８ 男性のための料理教室事業
Ｈ１９ 高齢者の低栄養予防教室事業
Ｈ２１ ひとりでもクッキング事業
Ｈ２３ 生活習慣病ワースト２５ステップ

アップ事業

参考：財団法人日本食生活協会沿革
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健康の増進に関する基本的な方向

健康日本２１（第二次）の概要

○ 平成２５年度から平成３４年度までの国民健康づくり運動を推進するため、健康増進法に基づく「国民の健康の増
進の総合的な推進を図るための基本的な方針」（平成１５年厚生労働大臣告示）を改正するもの。

○ 第一次健康日本２１（平成１２年度～平成２４年度）では、具体的な目標を健康局長通知で示していたが、目標の
実効性を高めるため、大臣告示に具体的な目標を明記。

① 健康寿命の延伸と健康格差の縮小

・生活習慣の改善や社会環境の整備によって達成すべき最終的な目標。
・国は、生活習慣病の総合的な推進を図り、医療や介護など様々な分野における支援等の取組を進める。

② 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（NCD（非感染性疾患）の予防）
・がん、循環器疾患、糖尿病、COPDに対処するため、一次予防・重症化予防に重点を置いた対策を推進。
・国は、適切な食事、適度な運動、禁煙など健康に有益な行動変容の促進や社会環境の整備のほか、

医療連携体制の推進、特定健康診査・特定保健指導の実施等に取り組む。

③ 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上
・自立した日常生活を営むことを目指し、ライフステージに応じ、「こころの健康」「次世代の健康」「高齢者の健康」
を推進。

・国は、メンタルヘルス対策の充実、妊婦や子どもの健やかな健康増進に向けた取組、介護予防・支援等を推進。

④ 健康を支え、守るための社会環境の整備
・時間的・精神的にゆとりある生活の確保が困難な者も含め、社会全体が相互に支え合いながら健康を守る
環境を整備。

・国は、健康づくりに自発的に取り組む企業等の活動に対する情報提供や、当該取組の評価等を推進。

⑤ 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙、歯・口腔の健康に関する生活習
慣の改善及び社会環境の改善

・上記を実現するため、各生活習慣を改善するとともに、国は、対象者ごとの特性、健康課題等を十分に把握。 4

５３項目（再掲除く）の目標を設定



健康日本２１（第二次）の概念図
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生活習慣病（がん、循
環器疾患、糖尿病）の
発症予防・重症化予防

社会生活機能の維
持・向上（こころ、次
世代、高齢者）

【栄養状態】

【食物摂取】

【食行動】

【食環境】

＜乳幼児・学齢期＞ ＜成人期＞ ＜高齢期＞

社会参加の機会の増加
①食を通じた地域のつながりの強化

②食生活改善推進員、食育ボランティアなど
主体的に関わる個人の増加

適正体重の維持 低栄養の低減

個人のライフステージ 社会環境

適正な量と質の食事
・主食・主菜・副菜がそろった
食事の増加
・食塩摂取量の減少
・野菜・果物摂取量の増加

共食の増加

健康な生活習慣
の獲得（朝・昼・夕
の三食を食べる）

食品中の食塩
や脂肪の低減
に取り組む食
品企業、飲食
店の増加

利用者に応じ
た栄養管理を
実施している
給食施設の
増加

健康のための資源へのアクセスの改善と公
平性の確保
③健康づくりに関わる企業の増加

④栄養ケアステーション等身近で健康づくり
の支援をおこなう民間団体の活動推進

⑤栄養指導・栄養情報や健康に良い食物
へのアクセスの改善と公平性確保のための
自治体の取組増加

健康寿命の延伸・健康格差の縮小

社会環境の質の向上生活の質の向上

栄養・食生活の目標設定の考え方
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「第３次食育推進基本計画」の位置づけと概要
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重点課題

<１>若い世代を中心とした食育の推進

<２>多様な暮らしに対応した食育の推進（新）

<３>健康寿命の延伸につながる食育の推進

<４>食の循環や環境を意識した食育の推進（新）

<５>食文化の継承に向けた食育の推進（新）

①子供から高齢者まで、生涯を通じた取組を推進
②国、地方公共団体、教育関係者、農林漁業者、食品関連事業者、ボランティアなどが主体的かつ多様
に連携・協働しながら取組を推進

➤若い世代自身が取り組む食育の推進、次世代に伝えつなげる
食育の推進

➤様々な家族の状況や生活の多様化に対応し、子供や高齢者を含む
全ての国民が健全で充実した食生活を実現できるような食体験や
共食の機会の提供

➤健康づくりや生活習慣病の予防のための減塩等及びメタボリック
シンドローム、肥満・やせ、低栄養の予防などの推進

➤食の生産から消費までの食の循環の理解、食品ロスの
削減等 の推進

➤和食、郷土料理、伝統食材、食事の作法など伝統的な食文化への
理解等の推進

➊若い世代の食育の実践に関する改善、充実の必要性
➋世帯構造の変化
➌貧困の状況にある子供に対する支援の推進
➍新たな成長戦略における「健康寿命の延伸」のテーマ化

➎食品ロスの削減を目指した国民運動の開始
➏ 「和食」のユネスコ無形文化遺産への登録決定
➐市町村の食育推進計画作成率に関する課題

第２次食育推進基本計画（平成23年～27年）に基づく取組として、家庭、学校等、地域において食育を推進これまでの取組

食をめぐる状況
の変化

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
----------

取組の視点

第３次食育推進基本計画の重点課題
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現状値
（27年度）

目標値
（32年度）

現状値
（27年度）

目標値
（32年度）

1 9

① 食育に関心を持っている国民の割合 75.0% 90%以上 ⑬ ゆっくりよく噛んで食べる国民の割合 49.2% 55%以上

2 10

② 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数 週9.7回 週11回以上 ⑭
食育の推進に関わるボランティア団体等において活動している
国民の数

34.4万人
（26年度）

37万人以上

3 11

③ 地域等で共食したいと思う人が共食する割合 64.6% 70%以上 ⑮ 農林漁業体験を経験した国民（世帯）の割合 36.2% 40%以上

4 12

④ 朝食を欠食する子供の割合 4.4% 0% ⑯ 食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合 67.4%
（26年度）

80%以上

⑤ 朝食を欠食する若い世代の割合 24.7% 15%以下 13

5 ⑰
地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を
継承し、伝えている国民の割合

41.6% 50%以上

⑥ 中学校における学校給食実施率 87.5%
（26年度）

90%以上 ⑱
地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を
継承している若い世代の割合

49.3% 60%以上

6 14

⑦ 学校給食における地場産物を使用する割合 26.9%
（26年度）

30%以上 ⑲
食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する
国民の割合

72.0% 80%以上

⑧ 学校給食における国産食材を使用する割合 77.3%
（26年度）

80%以上 ⑳
食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する
若い世代の割合

56.8% 65%以上

7 15

⑨
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上ほぼ毎日
食べている国民の割合

57.7% 70%以上 ㉑ 推進計画を作成・実施している市町村の割合 76.7% 100%

⑩
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上ほぼ毎日
食べている若い世代の割合

43.2% 55%以上

8

⑪
生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の維持
や減塩等に気をつけた食生活を実践する国民の割合

69.4% 75%以上

⑫ 食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業の登録数 67社
（26年度）

100社以上

推進計画を作成・実施している市町村を増やす

食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民を増やす

地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、
伝えている国民を増やす

目標

具体的な目標値

目標

具体的な目標値

ゆっくりよく噛んで食べる国民を増やす

食育の推進に関わるボランティアの数を増やす

農林漁業体験を経験した国民を増やす

食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する
国民を増やす

中学校における学校給食の実施率を上げる

学校給食における地場産物等を使用する割合を増やす

栄養バランスに配慮した食生活を実践する国民を増やす

生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の維持
や減塩等に気をつけた食生活を実践する国民を増やす

朝食を欠食する国民を減らす

食育に関心を持っている国民を増やす

朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数を増やす

地域等で共食したいと思う人が共食する割合を増やす

「第３次食育推進基本計画」 目 標「第３次食育推進基本計画」目標
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都道府県別 管内市町村の食育推進計画作成状況
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主食・主菜・副菜をそろえて食べることが
１日２回以上ある頻度（週当たりの日数）（20歳以上、男女計・年齢階級別）

１日に主食・主菜・副菜がそろう食事を２食以上とっている人の割合は57.7％。
20歳代では39.6％、30歳代では45.3％と低く、若い世代を中心にバランスのとれた
食事がとりにくくなっている状況がみられる。

資料：内閣府「食育に関する意識調査（平成27年10月）」

(%)

57.7
39.6 45.3

55.2 54.9
64.1 68.4

19.9

23.9
24.7

18.5 21.1
19.0 16.8

16.6
26.1

22.2 17.5 17.6
13.3 12.0

5.8 10.4 7.8 8.8 6.3 3.7 2.7

0

20

40

60

80

100

ほとんどない

週に２～３日

週に４～５日

ほとんど毎日

●主食・主菜・副菜とは●

＜主食＞
米、パン、めん類などの穀類で、主として

糖質エネルギーの供給源となります。

＜主菜＞
魚や肉、卵、大豆製品などを使った副食の

中心となる料理で、主として良質たんぱく質
や脂肪の供給源となります。

＜副菜＞
野菜などを使った料理で、主食と主菜に不

足するビタミン、ミネラル、食物繊維などを
補う重要な役割を果たしています。
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□栄養バランスに配慮した食生活の実践

若い世代への主食・主菜・副菜をそろえて食べることのアプローチが必要
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エネルギーやたんぱく質摂取量は、男女とも60歳代が最も多い。

エネルギー摂取量
（20歳以上、性・年齢階級別）

資料：厚生労働省「平成26年国民健康・栄養調査」

たんぱく質摂取量
（20歳以上、性・年齢階級別）

男性 女性 男性 女性
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99.8 
83.1 82.3 

92.0 

112.7 117.0 

0

50
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54.9 55.7 54.3 

75.0 
89.0 86.4 

0

50
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魚介類、豆類、乳類、野菜類、果実類といった食品群の摂取量は、60歳以上
の世代に比べ、若年世代では少ない。
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99.4 

139.6 
152.7 

0

50
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資料：厚生労働省
「平成26年国民健康・栄養調査」

魚介類

豆類

乳類

野菜類

果実類

主要な食品群別摂取量（20歳以上、男女計・年齢階級別）
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●主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が
１日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合の増加

●野菜摂取量の増加
●食塩摂取量の減少

平成２８年度食生活改善普及運動（予定）

※「食事をおいしく、バランスよく」をテーマにしたポスターについては、８月中旬頃を目処に送付予定
「食事をおいしく、バランスよく」のチラシ（A4版）については、POP類と同様にホームページ上に掲載予定

基本テーマ
●「食事をおいしく、バランスよく」

基本テーマに加えて、
●「野菜摂取量の増加」
●「食塩摂取量の減少」

に焦点を当てた取組

＜啓発用チラシ＞

健康日本２１（第二次）の目標項目のうち、
目標達成に向けて取組の強化が必要な項目

＜施策例＞
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0

2

4

6

8

10

12
(g/日)

10.0 g

8.0 g

マイナス２g

「健康日本２１（第二次）」における野菜摂取量の現状と目標

現状
（平成26年）

0

100

200

300

400

目標
（平成34年）

292g

350g
あと約60g

（プラス１皿）

「健康日本２１（第二次）」における食塩摂取量の現状と目標

【実施方法】
＜厚生労働省＞

◯「食事をおいしく、バランスよく」をキーワードに、小売店
における売り場や飲食店等で活用可能な野菜摂取量の増
加及び食塩摂取量の減少に関するPOP類及び活用方法の
リーフレットについて、「スマート・ライフ・プロジェクト」のHP
上※からダウンロード・印刷できるように準備を行う。

◯準備が出来次第、各自治体及び主要事業者団体等にそ
の旨を周知
＜各自治体＞

○管内の関係団体、小売店及び飲食店等に対し、上記
POP類等の活用を柱とした取組を呼びかけ

「おいしく減塩１日マイナス２ｇ」「毎日プラス１皿の野菜」
(g/日)

【昨年度の実施例】

平成２８年度食生活改善普及運動（予定）

現状
（平成26年）

目標
（平成34年）

＜施策例＞
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食塩摂取量の現状と目標 スマート・ライフ・プロジェクトに参画する食
品企業数の増加の促進

食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業数の
推移

10.6 10.4 10.4 10.2 10.0

8.0

0

3

6

9

12

15

平成

22年

23年 24年 25年 26年

（g/日）

健康日本21
（第二次）

目標

出典：厚生労働省「国民健康・栄養調査」

○減塩に取り組む食品企業を増やし、「おいしく減塩」を推進

14

67

91
100

0

20

40

60

80

100

120

平成24年 25年度末 26年度末 目標

「食塩または脂肪の含有量の低減を行っている」企業
の登録については、食塩や脂肪の含有量について従
来品と比べ10％以上の低減を行っていることを要件と

する事を周知し、本年度から新たな要件での登録を開
始予定。

（社）

スマート・ライフ・プロジェクトにおける減塩の取組

□減塩等の推進
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健康寿命をのばそう! アワード
受賞プロジェクト事例の紹介より

http://www.smartlife.go.jp/img/award/award_winner2013.pdf17



食塩摂取量は10.0ｇであり、依然として過剰摂取の状況。
食塩を多く含む食品や料理を控えるなど、食塩の摂取量を減らすことが重要。

資料：厚生労働省「平成26年国民健康・栄養調査」

10.0
9.4 9.2 9.6

10.1
10.7

10.0

0

2

4

6

8

10

12
現状値(H26) 健康日本21(第二次)の目標値

目標値：８g

(g/日)

食塩摂取量の状況
（20歳以上、男女計・年齢階級別）

食塩の供給源（20歳以上、男女計）

資料：厚生労働省「平成26年国民健康・栄養調査」、
「日本人の食事摂取基準（2015年版）策定検討会報告書」

18
企業との協働を積極的に推進することが必要



ニッポン一億総活躍プラン（平成28年６月２日閣議決定）における高齢者のフレイル対策

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ichiokusoukatsuyaku/pdf/plan1.pdf 19



BMI※の分布

– 日本人の食事摂取基準（2015年版）で目標とするBMIの範囲に対応した割合 -

肥満者（BMI25.0以上）の割合は、30～60歳代男性で約30％みられる。
やせの者（BMI18.5未満）の割合は、若年女性で19.5％みられる。
特に高齢者では、低栄養の予防が重要。

資料：厚生労働省「平成26年国民健康・栄養調査」、「日本人の食事摂取基準（2015年版）策定検討会報告書」

目標とするＢＭＩの範囲（18歳以上）１，２
BMI 低 BMI 高

目標とするBMIの範囲内の人

11.5
22.7

56.1
53.4

32.4
23.9

男性

女性

29.5
39.0

45.8
36.3

24.7
24.7

男性

女性

70歳以上

3.8
12.9

67.0
70.6

29.3
16.5

男性

女性

50-69歳

13.3
19.5

67.0
71.3

19.7
9.2

男性

女性

18-29歳

30-49歳

肥満の予防

低栄養の予防

(%)

１ 男女共通。あくまでも参考として使用すべきである。

２ 観察疫学研究において報告された総死亡率が最も低
かったBMI を基に、疾患別の発症率とBMI との関連、
死因とBMI との関連、日本人のBMI の実態に配慮し、
総合的に判断し目標とする範囲を設定。

３ 70 歳以上では、総死亡率が最も低かったBMI と実態
との乖離が見られるため、虚弱の予防及び生活習慣
病の予防の両者に配慮する必要があることも踏まえ、
当面目標とするBMI の範囲を21.5～24.9 kg/m2 とした。

年齢（歳）
目標とするＢＭＩ

（kg/m2）

18～49 18.5～24.9

50～69 20.0～24.9

70以上 21.5～24.9３

20

※BMI＝〔体重（kg）÷（身長（m））2〕

高齢者の低栄養へのアプローチも重要

□適正体重の維持



Ⅲ 重点改革事項① 保険者が本来の機能を発揮し、国民が自ら取り組む健康社会の実現

他にも、個別疾患対策に
よる重症化予防も実施
（例）
・C型肝炎に対する医療費
助成を通じた重症化予防
（効果額：約0.1兆円）

（１）生活習慣病予防対策（一次予防）

・特定健診・特定保健指導の受診率向上に向けた取組を推進
し、メタボリックシンドローム該当者の減少や糖尿病有病者の
増加を抑制
・医療機関における禁煙支援・禁煙治療や健診・保健指導にお
ける禁煙支援を一層推進、たばこ税の引上げなど

保険者

データ
分析

福利厚生
管理

個人の
健康支援

保険制度の
インセンティブ

・健康経営銘柄
・表彰制度 等

【関連産業の振興】【インセンティブ改革】○現役世代からの健康づくりの推進

インセンティブ改革（制度改革を活用・前倒し実施）

・高齢者の虚弱（「フレイル」）に対する総合対策
［平成28（2016）年度、栄養指導等のモデル事業を実施。食の支援等、順次拡大］

・「見える化」等による介護予防等の更なる促進
・高齢者の肺炎予防の推進（効果額：約0.1兆円）
・認知症総合戦略（新オレンジプラン）の推進

○高齢期の疾病予防・介護予防等の推進

・個人の予防・健康づくりに向けた取組に応じてヘルスケアポイントを付与［平成27（2015）年度にガイドライン策定・周知］

・予防・健康づくりなど医療費適正化に積極的に取り組む保険者を支援
［平成27（2015）年度から後発医薬品の使用促進・重症化予防など、後期高齢者支援金の加減算制度の新たな指標等を検討］

※データヘルスの実効性を高める保険者規模を確保する取組（参考資料Ｐ12「ドイツと日本の保険者」参照）や、保険者におけるレセプトデータ等
を活用した重複受診等を防止するための保健指導等も併せて推進

【保険者の強化】（２）生活習慣病の重症化予防対策（二次予防）

・データ分析に基づく、医療機関と連携した糖尿病性腎症の重症化予防（効果額：約0.2兆円）、脳卒中・心筋梗塞の再発予防な
ど（参考資料Ｐ15「糖尿病重症化予防事業（協会けんぽの例）」、Ｐ16「広島県呉市国保の事例」参照）

※数字は平成32（2020）年度における医療費の適正化効果額（粗い見込み）

生
涯
を
通
じ
た
予
防
・健
康
づ
く
り
の
推
進

平成27年5月26日（火）経済財政諮問会議塩崎大臣提出資料（「中長期的視点に立った社会保障政策の展開」）を一部修正
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・低栄養
・転倒、サルコペニア
・尿失禁
・軽度認知障害（MCI）

・食欲の低下
・活動量の低下（社会交流の減少）
・筋力低下
・認知機能低下
・多くの病気をかかえている

「フレイル」とは

閉じこもり、孤食

意欲･判断力や認
知機能低下、うつ

低栄養・転倒の増加
口腔機能低下

精神的身体的

加齢

自立

フレイルの多面性

加齢とともに、心身の活力（例えば筋力や認知機能等）が低下し、生活機能
障害、要介護状態、そして死亡などの危険性が高くなった状態。

フレイルは、適切な介入･
支援により、生活機能の
維持向上が可能。

【今後の取組】

○ 医療･介護が連携したフレイル
の多面性に応じた総合的な
対策の検討が必要。

○ メタボ対策からフレイル対応
への円滑な移行。

① フレイルの概念及び重要性
の啓発

② フレイルに陥った高齢者の
適切なアセスメント

③ 効果的･効率的な介入･支援
のあり方

④ 多職種連携･地域包括ケア
の推進

加齢に伴う変化

死亡
要介護
状態

虚弱状態
（フレイル）

社会的

※多くの高齢者が中間的な
段階（フレイル）を経て
徐々に要介護状態に陥る

危険な加齢の兆候（老年症候群）

健康

高齢者の虚弱（「フレイル」）について
平成27年5月26日（火）経済財政諮問会議塩崎厚生労働大臣提出資料（「中長期的視点に立った社会保障政策の展開」（参考資料））
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地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理の在り方について

高齢者をターゲットに企業との協働でアプローチする
23



食生活指針の改定について①

「食生活指針」は、平成12年３月の策定から16年が経過し、この間に食育基本法が制定さ
れ、食育基本法に基づく第３次食育推進基本計画が作成される等したことを踏まえ、平成28年
６月に、文部科学省、厚生労働省及び農林水産省が３省連携して「食生活指針」の改定を行
い、併せて「食生活指針の解説要領」を作成した。

食生活指針全体の構成

24



食生活指針の改定について②

①食事を楽しみましょう。

②１日の食事のリズムから、健やかな生活リズムを。

④主食、主菜、副菜を基本に、食事のバランスを。

⑤ごはんなどの穀類をしっかりと。

⑥野菜・果物、牛乳・乳製品、豆類、魚なども組み合わせて。

⑦食塩は控えめに、脂肪は質と量を考えて。

③適度な運動とバランスのよい食事で、適正体重の維持を。

⑧日本の食文化や地域の産物を活かし、郷土の味の継承を。

⑨食料資源を大切に、無駄や廃棄の少ない食生活を。

⑩「食」に関する理解を深め、食生活を見直してみましょう。

＜ 食生活指針 ＞
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社会全体の意識の向
上と行動変容の推進

健康寿命の延伸

食育のさらなる推進に向けた循環（例）

健康づくり・食育に関心のある市町
村関係部局、企業、団体、住民、ボ

ランティア等による働きかけ

健康づくり・食育に
関心のない部局で

の取組推進

健康づくり・食育に
関心のない人々の
健康指標の改善

自治体全体
での食育の

推進

地域社会で
の社会環境

の改善

地域全体の健康水準の
向上

食育を推進する環境へ
の積極的な働きかけ

多様な人々への健康
づくり・食育に寄与

健康格差の縮小

多様な部局の関与
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